
帯広市中小企業振興協議会
経営基盤・人材部会(第２回)

と き：平成１９年９月１９日（水） 13:30～

ところ：帯広市役所 １０階第５会議室Ａ

１．開 会 （全体司会：運営責任者：波岡調整監）

２．部会長挨拶 （部会長 曽根 一）

３．委員自己紹介 （前回欠席委員）

４．議事

（１）協議項目について（経営基盤）

（２）第３回第４回部会の開催日程について

（３）その他（懇親会の開催について）

５．閉 会



第五期帯広市総合計画後期推進計画（第２章産業複合都市 当部会関係部分抜粋）

人材育成事業
中小企業が実施する研修事業に対する補助
帯商が実施する研修事業に対する補助

中小企業が利用しやすい補助制度とする必要がある。
帯商事業は参加人数の増加、満足度の向上が必要。 商業まちづくり課

工業ゼミナール
地元企業の技術者に専門的知識や技術の取得を目的とする人材
育成事業に対する補助

企業等は人材育成や研究開発に対して、経済的・時間
的・体制的制約から消極的。周知方法の検討が必要。 工業労政課

（３）人材の確保・誘致
人材誘致の促進 地域に必要な人材の情報収集 企業ニーズ等の調査・検討が必要 工業労政課

商店街活性化事業の支援 商店街が実施するイベント等のソフト事業に対する補助 自主財源の確保及び事業の活性化が必要 商業まちづくり課

おびひろイルミネーションプロ
ジェクト 市民・商店街協働のイルミネーション事業に対する補助 商業まちづくり課

快適な商業環境の整備 ストリートファニチャー整備事業に対する補助 維持管理修繕費・更新経費の確保。 商業まちづくり課

市営駐車場の運営 市営駐車場（中央、中央第２、駅南、駅北）の運営 商業まちづくり課

（１）人材の育成
各種研究会・講習会への支援 帯広市商店街振興組合連合会が実施する研修事業に対する補助 実践的テーマの工夫が必要。 商業まちづくり課

（２）融資制度の充実
融資制度の充実 制度融資に係る金融機関への預託 制度の更なる周知・利用促進が必要。 商業まちづくり課

（３）経営指導の充実
商業経営診断の充実 帯商が実施する相談事業に対する補助 多岐に渡る相談業務への対応。関係機関の制度理解。 商業まちづくり課

（４）商業団体の育成
商業団体の機能充実 帯広市商店街振興組合連合会に対する運営費補助 若手商業者の育成(人材発掘)。 商業まちづくり課

（１）職業能力開発施設
の整備 職業訓練センターの整備

（仮称）帯広市職業能力開発センター整備補助
（平成22年オープン鉄筋２階建て1500㎡） 高等技術専門学校等との連携、建替え財源の確保。 工業労政課

（２）職業訓練の充実
認定職業訓練への支援

帯広地方職業能力開発協会補助
（技能者の養成と技術向上を図る認定職業訓練）

訓練コースを建設業中心から時代のニーズに応える形態
にすることが必要。 工業労政課

２．人材の確保 （１）人材の確保
U・Iターン促進事業

帯広Ｕターン促進連絡協議会
（求職者及び求人企業への情報提供） 地域経済停滞による求人企業数の減少。 工業労政課

（１）雇用の拡大・確保
雇用の拡大・確保促進

地域雇用対策事業外
（パッケージ事業・高校生職場体験外） 低い有効求人倍率、高いパート求人、企業の活性化。 工業労政課

（２）季節労働者の雇用
季節労働者の雇用促進

季節労働者就労対策事業外
（経常及び緊急雇用対策事業による雇用機会創出） 冬期援護制度の存続、雇用機会の確保･拡大が必要。 工業労政課

（３）障害者の雇用機会
の拡大 障害者の雇用機会の拡大促進 身体障害者雇用促進納付金制度 法定雇用率が減少、景気回復による雇用機会の拡大 工業労政課

シルバー人材センターの機能充実 シルバー人材センター運営
軽作業中心から専門的技術を持つ高齢者に対する就業機
会の増大。 工業労政課

高年齢者の就業支援 高年齢者職業相談室運営 ６０歳以上定年制の確立促進。 工業労政課

（１）労働環境の整備
労働環境の整備促進 労働相談員配置、特殊健康診断、労働安全啓発運動

労働災害が増加しており、労働安全衛生活動の推進が必
要。 工業労政課

（２）勤労者福祉の向上
福利厚生事業の充実 十勝勤労者共済センター運営、労働者貸付金 財政基盤の強化、未加入自治体等の会員拡大。 工業労政課

２．経営基盤の強化

第４節商業・
サービス業

第７節労働

４．勤労者福祉の充実

節

第３節工業

（４）高齢者の就業支援

１．職業能力開発の促進

３．人材の育成・誘致 （１）人材の育成

３．雇用の拡大・確保

(３)商店街の環境整備

（２）個性ある商店街の
形成

１．商店街の整備

担当課主要施策 具体的な事業 第５期総合計画（後期）の課題点事業概要

























































































 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

帯広市中心市街地活性化基本計画 

（概要版） 
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■基本計画のコンセプト（商住文の総合力による活性化を目指す） 

 

現状の中心市街地では商業のみを即効的に再生することは極めて困難であることか

ら、本計画では、中心市街地に賦存する「商（商店）・住（住人）・文（文化）」の多様

なストックを活用して、中心市街地の活性化の取り組みを粘り強く進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○「住実（充実）ゾーン」の形成 

旧基本計画から継承する〝街なか居住〟を基本としつつ、多様な市民ニ

ーズに対応するために、３つのゾーンを設定し、市街地再開発事業、優良

建築物整備事業のほか、街なか居住プラットホームなどの取り組みで、よ

り多機能・多様性を確保した住宅を供給するとともに新たな土地利用の広

がりを図る。また、街なか居住者が増加することによるコミュニティの再

生を目指す。 

 

○ 「買適（快適）ゾーン」の形成 

旧基本計画から継承する〝界隈性を醸成〟するための強化策として、界

隈性を的確に言い表した〝そぞろ歩き〟を楽しめる商店街を実現し、都心

性商業の復権を目指すために、大規模空き店舗の再生、既存商店街の機能

整備など、先人が遺した多様なストックを活用し、中心市街地の賑わいづ

くりと商業の活性化を目指す。 

 

○ 「観動（感動）ゾーン」の形成 

旧基本計画から継承する〝文化に接する機会や場の提供〟を、ストック

活用や都市機能の集約と併せて実現するものである。芸術・文化団体の活

動の場として市民ギャラリーを整備し、近傍の文化・交流施設との相乗効

果とともに、中心市街地に点在する芸術・文化関連施設や地域の歴史等と

の連携により新たな人の流れを生み出す取り組みを進める。 

住実・買適・観動を実現する

中心市街地に人を呼び込み、新たな人の流れを創りだす。 
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凡 例 そぞろ歩き軸 連携軸 

中心市街地活性化基本計画図 

中心市街地（１４０ha） 

市役所

住実ゾーン（Ａ）

住実ゾーン（Ｂ）

買適ゾーン

広小路

藤丸

旧ｲﾄｰﾖｰｶﾄﾞｰ

住実ゾーン（Ｃ）

観動ゾーン

ＪＲ帯広駅 
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 ◇事業及び措置の実施箇所 

 

 

 

 

９．４から８までに掲げる事業及び措置の総合的かつ一体的推進に関する事項 

 

住実ゾーン（Ａ）居住核 

開広団地再整備事業（第一期事業） 住実ゾーン（Ｂ）居住核 

西 1.5 東地区優良建築物等整備事業

住実ゾーン（Ｃ）居住核

西 3・14 地区優良建築物等整備事業 

買適ゾーン生活文化核

広小路商店街アーケード再生等事業

広小路〝町屋居住〟演出事業 

広小路〝歴史・文化〟継承事業

買適ゾーン商業核 

旧ｲﾄｰﾖｰｶﾄﾞｰ跡ﾋﾞﾙ再生事業 

観動ゾーン回遊拠点

観動ゾーン回遊ネットワーク

中城ふみ子が詠んだ街事業

回遊性支援・強化ネットワーク

ウォーク＆ライド事業 

観動ゾーン芸術・文化核

帯広市民ギャラリー整備事業

中心市街地(１４０ｈａ) 

（歌碑建立） 

住実ゾーン拡充・支援

まちなか居住プラットホーム

第三期北の屋台事業 

西 1・7 西地区優良建築物等整備事業

帯広駅バスターミナル



平成 18 年度 製造業実態調査 報告書

調査期間 平成１８年１２月１日～平成１９年３月３１日

帯広市商工観光部工業課



平成 18 年度 製造業実態調査 報告書 目次

項目

○調査の概要

・ 工場等について ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １

・ 経営上の課題等について ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３

・ 本市の産業施策について ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４

・ 産学官連携について ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５

・ 企業から寄せられた主な声・要望・意見等 ・・・・・・・・・ ７

○別紙 帯広市製造業実態調査票



【調査の概要】

（１） 調査の目的

（２） 実施主体 帯広市

（３） 調査票 別紙のとおり

（４） 調査期間 平成１８年１２月１日～平成１９年３月３１日

（５） 調査対象

（６） 調査対象件数 １５４件 （１６１件中 休業・廃業等を除く）

（７） 回答件数（調査票回答件数） １３２件 （回答率 ８５．７％）

（８） 調査対象業種別内訳

業種 企業数 回答件数 回答率 回答構成比

食料品製造業 34 33 97.1% 25.0%

飲料・たばこ・飼料製造業 2 2 100.0% 1.5%

衣服その他の繊維製品製造業 6 4 66.7% 3.0%

木材・木製品製造業 7 6 85.7% 4.5%

家具装備品製造業 17 15 88.2% 11.4%

パルプ・紙・紙加工製造業 2 2 100.0% 1.5%

印刷・同関連産業 23 19 82.6% 14.4%

化学工業 1 1 100.0% 0.8%

プラスチック製品製造業 1 1 100.0% 0.8%

なめし革・同製品・毛皮製造業 1 1 100.0% 0.8%

窯業・土石製品製造業 11 8 72.7% 6.1%

鉄鋼業 1 1 100.0% 0.8%

金属製品製造業 19 15 78.9% 11.4%

一般機械器具製造業 10 7 70.0% 5.3%

電気機械器具製造業 3 3 100.0% 2.3%

電子部品・デバイス製造業 2 2 100.0% 1.5%

輸送用機械器具製造業 4 3 75.0% 2.3%

その他の製造業 10 9 90.0% 6.8%

計 154 132 85.7% 100.0%

平成１６年工業統計調査（従業者数４人以上の事業所）の対象と想定される企業に調査票
を郵送配布。後日、市職員が直接訪問し、聴き取りのうえ調査票を回収したものです。

長引く景気の低迷や公共事業の減少、原油の高騰など企業を取り巻く環境は依然厳しいも
のとなっております。また、帯広の基幹産業である農業においても、ＷＴＯ農業交渉や品目
横断など経営安定化対策の導入に伴う経営環境の変化、生乳の生産調整などの影響が、農業
機械をはじめ関連業界にも広く及んでおります。

こうした地域の厳しい経済環境を踏まえ、帯広市内の製造業者を対象に企業の持つ技術や
取り組み、現況の課題等を把握することにより、今後の工業振興施策に資することを目的と
します。



【総括表】 回答企業数 １３２社

○ 工場等について
(1) 事業所の工場所有者

(3) 工場の建替え、増築の有無 （件）
(2) 現在地での操業開始

①有 ②無
38 29

(4) 現工場について

(5) (4)で②不満と答えた方

■土地・建物とも自社所有の割合は63％(83件）に上り、建物のみ所有が16％、土地・建物とも賃貸は
15％となっている。

■現工場に不満と答えた理由で多いのは「老朽化」「狭あい化」が大半を占めている。

■現在地で操業し31年以上経過している割合は42％を占
める一方、10年以内は13％となっている。

■現工場については、58社（44％）が「現状で満
足」 ７０社（53％）が「現状で不満」と回答してい
る。

件

6

11

21

30

56

0 20 40 60

①５年以内

②１０年以内

③２０年以内

④３０年以内

⑤３１年以上

件

83

21

20

8

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

①土地・建物とも自社所有

②土地は借地、建物は自社（自己）所有

③土地・建物とも賃貸

④その他

40

43

2

4

1

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50

①狭い

②建物が老朽化している

③賃料が高い

④立地環境が不適

⑤その他

件

①現状で
満足 44%

③どちらで
もない 3%

②現状で
は不満
53%
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(6) 移転又は増築の計画 (7) (6)有と答えた方 その理由は
(件）

①有 ②無

19 103

(8) その時期は (件）
①３年以内 ②４～６年

以内
③７～１０
年以内

④未定

9 3 0 7

(10) (9)の場所の理由は

(11) ここ５年間で生産ライン等の設備投資をした (12) (11)で設備投資をした方、その目的は
（件） （件）

①有 ②無 7
44 64 26

17
18
4
14

(13) 投資の際、優遇制度を利用しましたか （件） 1
①国 ②北海道 ③帯広市 ④その他

1 5 4

（9） 移転・増築先 ■移転増築予定先では「市内」が84％(15件）で最
も多く、その理由として「現在の事業所・取引先に隣
接」、「用地取得が容易」であることを理由に挙げて
いる。

■移転又は増築計画が「有り」と答えた企業は19社にとどまり、103社が「無し」と回答している。移転増築の計
画があるとした企業の理由としては事業拡張が45％とトップで 工場及び用地の狭あい化を上回った。

■ここ5年間で、生産ライン等の設備投資をしたのは44社、回答企業の4割に上り、理由としては「設
備の老朽化による更新」「生産の量産化」、「商品の付加価値化」、「生産コストの軽減」が主な理由と
なっている。

①新規事業の準備

②設備の老朽化による更新

③商品の高付加価値化

④生産の量産化

⑤多品種少量化

⑥生産コストの軽減

⑦その他

④その他
9%

③用地が狭
い
14%

②工場が狭
い
32%

①事業拡張
45%

16

2

1

0 5 10 15 20

①市内

②近隣３町

③十勝管内

④道内

⑤道外

件

回答件数 16 2 1

①市内
②近隣
３町

③十勝
管内

④道内 ⑤道外

（件）
①現在の事業所（工場）に隣接している 9
②取引先に隣接している 5
③交通アクセスが良い 0
④用地取得が容易 3
⑤その他 4
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○ 経営上の課題について

(1) 現在、課題と考えていることは

(2) (1)で②と答えた方、必要としている人材は (2)-1 人材の確保が難しい理由は
（件）

①従業員教育をする時間や資金がない 12

②研修を行う施設・設備がない 1

③研修方法がわからない 3

④新規の雇用が困難 15

⑤その他 2

(3) 資格や技術取得のための通信教育等の受講制度 (4) (1)の質問で⑤と答えた方、その理由は

（件）
①有 ②無 4

18 102 6
8
1

（5） （1）の質問で⑥と答えた方は、その理由
（件）

①生産体制に課題があるが、有効な改善方法がない 4
②管理・改善する人材がいない 2
③個別受注生産であり、コストダウンが困難 10
④資材や原油等の高騰など価格動向に左右される 23
⑤コストダウンには限界がきている 13
⑥その他 1

■最も課題となっているのは「利益率を上げるためのコストダウンが進まない」が46件で最も多く、次
いで「設備機器の更新をしたいが資金調達が困難」が続き、「人材育成」「人材確保」の困難も課題と
回答する企業も多かった。「産業廃棄物の処理が負担」は23件、「後継者がいなく今後に不安」は20
件であった。

■経営上の課題で、「利益率を上げるためのコストダウンが進まない」理由のトップは「資材や原油等
の高騰」と外的要因を挙げており、「限界が来ている」「個別受注生産のため困難」を含めると回答の
86％を占めている。

①時間的余裕がない

■必要としている人材は「営業部門」「生産管理部門」「特殊加工技術」が上位を占め、理由として
「新規の雇用が困難」、「従業員教育をする時間や資金がない」と答える企業が目立った。

②資金的な余裕がない

④設備機器・施設がない
③技術力が不足

（件）
20
28
29
30
27
46
1
23
13

①後継者がいないため、今後に不安を抱えている

②人材の確保が難しい

⑨その他

⑤新製品・新商品の開発が困難

⑥利益率を上げるためのコストダウンが進まない

⑦必要な情報の入手方法が分からない

⑧産業廃棄物の処理が負担

③社員の技術・能力向上のための人材育成が難しい

④設備機器の更新をしたいが、資金調達が困難

20

28

29

30

27

46

1

23

13

0 10 20 30 40 50

（件）
①特殊な加工技術 5
②工場を管理・改善する生産管理部門 8
③サービスや市場開拓の営業部門 9
④製品開発のための設計・管理 2
⑤経理・事務

⑥経営管理（経営者をサポート） 3
⑦その他
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(6) 現在、必要としている情報は (7) 今後、５年間の経営方向は

（件）

①規模拡大 29 22.8%
②規模縮小 13 10.2%
③現状維持 83 65.4%
④その他 2 1.6%

(8) 今後の経営戦略は

○本市の産業施策について

(1) 本市の支援制度の利用について

■今後の経営戦略として多かった回答は「営業販売部門の強化」「徹底したコストダウン」の2項目
で、次いで「人材の育成確保」「市場開拓」「製品研究開発部門の強化」と続いた。

■現在必要としている情報は「補助金や融資などの支援制
度」と答えた企業が最も多く、「本州や海外の市場に関する
情報」「地域企業に関する情報」が続いた。

■今後5年間の経営方向は回答企業の65％が
「現状維持」と答えているが、「規模拡大」も23％
を占めた。

■本市の支援制度の利用については、「帯広市中小企業振興融資」が24件と最も多く、「試験研究
検査機器・測定機器等の提供サービス」「帯広市企業立地補助金」などが続いている。

（件）

①Ｕ・Ｉターンなど人材に関する情報 10
②本州や海外の市場に関する情報 17
③知的財産権に関する情報 1
④先端技術に関する情報 11
⑤補助金や融資などの支援制度 29
⑥地域の企業に関する情報 17
⑦その他 4

（件）

①製品研究開発部門の強化 27

②製品研究開発部門の整理・統合 0

③営業販売部門の強化 49

④徹底したコストダウン 45

⑤生産設備の強化 24

⑥人材の育成・確保 31

⑦市場開拓 30

（件）

①経営相談 1
②商工観光基金（派遣研修事業、自主研修事業） 3
③帯広市中小企業振興融資 24
④帯広市企業立地補助金 7
⑤帯広市工業団地立地奨励金 3
⑥産学官連携事業 6
⑦試験研究検査機器、測定機器等の提供サービス 8
⑧特許（知的財産権）等の無料相談等 6

1

3

24

7

3

6

8

6

0 5 10 15 20 25
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(2) (1)で利用しなかった場合の理由

（件）
24
7
17
21
4
13

(3) 次の施設を利用したことがありますか
（件）

①十勝圏地域食品加工技術センター 19
②十勝産業振興センター 20

(4) 今後どのような産業振興施策を強化・充実すべきか

○ 産学官連携について

(1) これまで産学官等による連携事業、共同開発研究を実施について

①有 ②無

13 102

(2) 実施年はいつ頃でしたか

（件） (2)-1 産学官の形態は

①３年前 7 （件）

②４～６年前 2 ①大学 4
③７～１０年前 3 ②試験研究機関 3

③大学、試験研究機関 6
④その他 0

■利用しなかった理由について、「支援制度を
知らなかった」「情報が入ってこなかった」とＰＲ
不足が指摘された。

■今後の産業振興施策で強化・充実すべき事項としては「公的融資制度の充実」「製品開発や高付
加価値化を促進する技術支援事業」「営業活動の支援事業」などが上位を占めた。

②相談や手続きに行く暇がない

⑥その他

①支援制度を知らなかった

■産学官連携を実施したことの有る企業は回答企業全体の11％で、13社にとどまった。

③利用の手続きがわずらわしい
④情報が入ってこない
⑤費用がかかりそうだから

24

7

17

21

4

13

0 5 10 15 20 25

（件）

①製品開発や高付加価値化を促進する技術支援事業 28
②公的試験研究機関、大学等と企業の連携支援事業 21
③営業活動の支援事業（取引交流会や企業の技術情報のインターネット発信等） 27
④経営情報や施策情報の提供 12
⑤経営相談・経営診断事業 3
⑥公的融資制度の充実 30
⑦公的賃貸工場、インキュベーション機能 4
⑧異業種交流支援事業 11
⑨経営セミナー 8
⑩その他 8
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(2)-2 連携事業の事業費は
（件）

①５０万円以内 5
②１００万円以内 0
③１５０万円以内 0
④２００万円以内 1

(3) (1)でないと答えた方、その理由は
（件）

①連携する事業がない。自社で完結できる。 51
②連携する技術水準にない 17
③連携事業費の予算措置が困難 9

(3)-1 今後、連携する予定はありますか

（件）

①事業があれば行う。 37
②技術水準に達したときに行う 2
③事業費の予算措置が出来た時に行う 4
④予定はない 51

■連携事業を実施していない理由は「連携する事業がない・自社で完結できる」と回答した企業が51
社と大半を占めた。

■今後の連携の予定は「事業があれば行う」とした回答が37社あったが、「予定はない」と答えた企業
が51社と最も多かった。
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■企業から寄せられた主な声・要望・意見等

（食料品、飲料・たばこ・飼料製造業）

（木材・木製品、家具装備品製造業）

・営業部門は札幌に本部を構え、北見、釧路の支店を営業所に組織替えするなど、札幌へのシフトを強めている。

・規格うんぬんよりも「食の安全、安心」を考え、地場産を使いたい。

・流通の再編の影響を受け、規格が変わったり、利幅が薄くなるなどの影響を受けている。このため、卸売りより
は、店舗での販売を高めたいと考えている。

・製造工程で排出される紙袋であるとか、プラスチック、缶などの廃棄物処理が負担になっている。

・体調不良等で閉店も考えている。しかし、当店で確立した職人技は伝承してもらいたい。跡を継ぐ人を紹介して
もらえる制度がないか。

・現状の機械設備では、小ロットでの対応が難しい。したがって、少ない量でも同じ時間がかかり、コスト面で課
題を抱えている。

・価格競争が一段と過熱していると感じている。コストダウンを図っても、札幌のメーカーには太刀打ちできな
い。ガソリン、石油製品が高騰、人を減らし、ボーナスをカットするなどせざるを得ない。

・作業工程で手作業が残っているため、コストダウンが進まないが、一方で顧客の評価も高い。近年は同業者の競
争も激しく、嗜好の変化もあいまって厳しい状況だ。

・地場産に取り組んだ経緯があるが同じ量で３割程度料金を高くしたら、地場産に切り替えて店先に並べたとこ
ろ、売り上げがぱったり止まった。地場産食材に対する意識より、値段の問題の方が十勝の消費者は敏感である。

・市一丸となった物産展の開催で盛り上げてほしい。

・知床、旭山動物園に比べれば、十勝には売り込むものがなく、お土産用物産販売が厳しいので、観光の活性化を
希望している。

・少人数でやっているので、大量の注文がきたとき、ロットが追いつかない。

・業者間取引促進のための、業者を対象にした商品展示会などの開催を企画してほしい。

・十勝は農産物の規格外品をうまく加工して、大消費地に送るというシステムを作っていかなければならない。冷
凍食品ではなく、ジャガイモ、ニンジン、タマネギなどの皮をむいてカットした真空パックの製品があってもいい
のではないか。

・産学連携については、実際に過去、大学に話をして取り組んだことあるが、時間と費用がかかった。

・従業員の人数、技術も充実しているのだが、高齢になってきているので今後の技術継承が不安である。

・ある意味職人の業界なので、１０年で１人前になる。最近の採用する人たちは、すぐに辞めてしまう。長続きし
ない。

・本州方面等で人材採用時期が早まる傾向にあり、必要な人材の確保に困難さを感じている。

・従業員は季節雇用となっている。しかし、最近人が集まりにくくなっていると感じている。取扱いで競合する中
国の安い人件費に太刀打ちが難しいことを実感している。

・早朝からの仕事で水を扱うきつい仕事のため、若年層の人材が集まらず、人手の確保に困難さを感じている。

・いわゆる2007年問題が2年前にピークが来て、年に7～8人程度の熟練従業員が退職した。管内新卒者の応募も昨
年度は募集定員に満たない状況も発生するなど、人材確保の難しさを感じている。

・輸入製品や既製品が主流になり、本来の技術を活かす作業及び仕事が減っている。
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・補助金や共同研究にしても、自己資金がかかることなので簡単に進まない。

・パソコン等の普及で、仕事量が激減した。

・新規採用したが、定着しない。簡単に辞めて楽な仕事に就く。働いて食べていかなければならないという意識が
希薄である。

・建具業界は、安価な既製品が主流になり、我々もその価格に合わせて建具製作をして競争しなければならないの
で正直きつい。

（パルプ・紙・紙加工、印刷・同関連産業製造業）

・原木は、原油高騰に伴い、輸入材より道産材の需要が多くなっている。木は今後も需要がゼロにはならないと思
うが保障されているわけではないので不安である。

・一人親方で従業員5人以下くらいの少人数でやっているのが大半なので、セミナーや研修会等に参加したくても
参加できないのが現実である。

・建物関係は建築主体、設計の大手のつながりから札幌方面の業者が仕事を受注するケースが多く、下請けに入っ
た場合は安く買い叩かれている。

・住宅会社からの受注も減っていることに加え、和室が減っているため更に仕事は減った。

・石油が高騰し、その影響で原材料が上がっているため、コスト縮減も限界にきている。また、公共事業等の設計
単価も地域の実情に応じた単価設定を考慮してもらいたい。

・かつて産学官連携で相談したことがあるが、良く調べてくれるのだが、時間がかかりすぎる（遅い）。営利に関
わることなので、素早く対応してもらいたい。

・工場は老朽化し狭いが、従業員の通勤や仕入れ納品を考慮すると立地条件が整っているので、移転は考えていな
い。

・設備機器を更新したいが、投資を行ってもそれに見合うだけの売り上げにつながるか難しい。

（窯業・土石製品、鉄鋼業、金属製品製造業）

・３Kの業界であるためか、若い人の就業が定着しない。

・中小企業では、ものづくりの研究開発には時間がかかり、資金的にも大変で限界がある。

・工業専用地域に立地しているので物販が規制されている。これを緩和できるようになれば、もっと活性化できる
のではないか。

・公共事業の削減により、従前の３分の１程度になった。また、コンクリート業界は、廃コンクリートの処理費用
に苦慮している。

・精度の高い高度な設備を導入しているので更新における資金面での不安がある。

・原油高が影響したり、鉄、ステンレス関係の高騰で材料費が30％程度値上がりしているが、一方で製品価格は低
く抑えられ、受注量が減っている。

・工場の移転を勧められているが、売上高等を考えると踏み切れない。

・十勝産業振興センターの機器使用料は、高いので、もっと安くなれば活用されるのではないか。

・十勝産業振興センターの設備機器は、私たちのような零細企業が使用できるものがない。

・研究開発等の補助金は、単年度ものが殆どなので複数年度継続できるものがあればもっと活用されるのではない
か。
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・市は技術面での支援を考える前に、企業が活路を見出すために、今後、実際に何に取り組むべきかという方向性
を示してもらうことが先であるような気がする。

・帯広・十勝は食品製造業は多いが、製造機械を作る企業が少ない。製造機械業界も行政も機械製造ラインが生産
できる地場企業の技術向上や関係する企業の誘致をする必要がある。

・工場は老朽化して狭いが、移転することにより、パート従業員の通勤や確保ができるかが心配である。

・技術を移転できる企業が少ない。

・高等技術専門学院などの人材養成機関との連携の必要性を訴えており、どういった技術を教えているのか、共通
の認識が必要である。

・市の職員は、もっと企業を訪問して地域業界の現状を把握することが必要だ。

・公共工事を増やして欲しい。

（一般機械器具、電気機械器具、電子・デバイス、輸送用機械器具、その他の製造業）

・人材の育成・確保は重要な課題。熟錬者から若い人への技術継承や新たな人材が欲しい。
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